
立川市談合情報等対応マニュアル 

 

第１ 共通事項 

１ 情報の確認及び報告 

職員は、立川市発注の契約に係る談合に関する情報（以下「情報」という。）を

受けたときには、可能な限り情報提供者の身元、氏名、連絡先等を確認のうえ、直

ちに行政管理部品質管理課長（以下「担当課長」という。）に報告する。この場合

において、情報提供者が報道機関であるときは、報道活動に支障のない範囲で情報

の出所を明らかにするよう要請する。 

担当課長は、当該情報を様式１にまとめ、速やかに立川市公正入札調査委員会規

程（平成16年立川市訓令甲第11号）に規定する公正入札調査委員会（以下「委員

会」という。）に報告する。新聞等の報道により情報を把握したときも、同様とす

る。 

 

２ 委員会の審議等 

報告を受けた委員会は、速やかに当該情報の信憑性を精査し、調査の必要性の有

無、入札・契約手続等の取扱、談合等の防止のための措置について審議し、必要な

事項を関係職員に指示する。審議にあたっては、外部有識者から意見を聴取するも

のとする。 

ただし、委員会を開く猶予がない等の事情があるときは、委員会の委員長は、委

員会の招集に代えて財務部長等と協議し、及び決定し、必要な事項を関係職員に指

示することができる。この場合においても、外部有識者から意見を聴取するものと

する。委員会の委員長は、後日、指示事項等について委員会に報告する。 

 

３ 調査の必要がある情報 

調査の必要がある情報とは、おおむね次のとおりとする。 

(1) 情報提供者の身元、氏名及び連絡先並びに対象件名及び落札予定者が明らかで

あるとき。 

(2) 情報提供者が匿名であっても、対象件名、落札予定者が明らかであり、その他

談合が行われた日時、談合の方法、落札予定額等の当事者以外には知り得ない

情報であるとき。告示等で公表している事項は、当事者以外には知り得ない情

報とはしない。 

 

４ 調査の方法 

委員会が、調査の必要があると判断した場合は、担当課長と財務部契約課長(以下

｢契約課長｣という。)は、次に掲げる項目について調査・分析を行い、様式２により

委員会に報告する。 

(1) 入札経過書及び応札率分布 

(2) 入札時提出書類（工事費内訳書等） 

(3) 過去５年における同種の事業の入札結果及び今回の入札結果 

(4) 談合に関与したとされる入札参加者の過去の入札結果及び今回の入札結果 

(5) 情報の内容及び今回の入札結果 

(6) 客観的な証拠（メモ、音声データ、写真・映像データ、メール、ファクシミリ

送信票等) 



(7) 情報提供者への聴取（委員会が必要と認めた場合に限る。） 

(8) その他委員会が必要と認める項目 

 

５ 談合等の防止のための措置 

委員会は、情報があった場合に、談合等の防止を図るため、必要に応じて次の各

号に掲げる措置を関係職員に指示し、実施させることができる。 

(1) 詳細な工事内訳書の提出 

(2) 不正行為を行った業者名の公表  

(3) 不正行為を行った業者の参加停止 

(4) その他談合等の防止を目的とする措置 

 

６ 公正取引委員会等への通報 

担当課長は、調査を行った情報について、様式３により公正取引委員会、警察そ

の他関係機関（以下「公正取引委員会等」という。）に通報する。通報の時期は、

委員会の審議が終了したときを原則とし、必要に応じて対応の各段階でも通報する

ものとする。 

この場合において、建設工事に談合の事実があったと認められるときの公正取引

委員会への通報は、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（平成12

年法律第127号）第10条の規定に基づく通知とする。 

 

７ 入札等監視委員会への報告 

担当課長は、情報の内容、委員会の審議の状況、入札・契約手続等の取扱、談合

等の防止のための措置について、立川市入札等監視委員会要綱（平成20年立川市要

綱第２号）に規定する入札等監視委員会（以下「監視委員会」という。）の定例会

へ報告する。 

 

８ 報道機関への対応 

報道機関に向けての対応は、市長公室広報プロモーション課長が行う。 

 

第２ 具体的対応 

１ 電子入札（郵便入札）の開札前に情報を受けたとき 

次により対応するものとし、契約課長は、開札を実施し、落札決定を保留とする。

ただし、委員会が決定した場合には、開札を実施せず、「２ 会場入札の入札執行前

に情報を受けたとき」の規定を準用する。 

(1) 調査の必要性の判断 

委員会は、担当課長から様式１による報告を受けたときは、調査の必要性の有

無及び談合等の防止のための措置について審議する。判断にあたっては、外部有

識者として監視委員会の委員長から意見を聴取するものとする。 

ア  調査の必要のない場合 

委員会が調査の必要がないと判断した場合は、契約課長は、落札者から誓約

書(別紙)を提出させたうえで、契約（仮契約を含む。以下同じ。）を締結する。

この場合において、委員会は、関係職員に指示し、談合等の防止のための措置

を講ずることができる。 

イ  調査の必要がある場合 



委員会が調査の必要があると判断した場合は、「第１ 共通事項」の「４ 調

査の方法」による調査（以下「談合情報等調査」という。）を実施し、(2)か

ら(5)までに掲げる対応をするとともに、契約課長は、契約締結を保留する。 

 

(2) 委員会の判断 

委員会は、様式２による報告をもとに、談合の事実の認否、契約締結の適否及

び談合等の防止のための措置について審議し、必要な事項を関係職員に指示する。

判断にあたっては、外部有識者として監視委員会の委員長から意見を聴取するも

のとする。 

 

(3) 談合の事実があったとは認められない場合の対応  

委員会が、談合の事実があったとは認められず、契約を締結して差し支えない

と判断した場合は、契約課長は、落札者から誓約書（別紙）を提出させたうえで、

契約を締結する。この場合において、委員会は、関係職員に指示し、談合等の防

止のための措置を講ずることができる。 

 

(4) 談合の事実があったと認められる場合の対応 

委員会が、談合の事実があったと認められ、契約を締結すべきでないと判断し

た場合は、契約課長は、入札を無効とする。 

この場合において、当該案件を再発注するときは、契約課長は、入札参加の資

格要件を再検討するとともに、すべての入札参加者から誓約書（別紙）を提出さ

せたうえで、「入札執行後に談合の事実が認められた場合は、入札を無効とす

る。」旨の警告をした後、入札を執行する。 

 

(5) 公正取引委員会等への通報等 

担当課長は、委員会の審議が終了し、入札・契約手続等の取扱に係る結論を得

たときは、様式３により公正入札調査委員会に通報するとともに、入札等監視委

員会に報告するものとする。 

 

２ 会場入札の入札執行前に情報を受けたとき 

(1)  調査の必要性の判断 

委員会は、担当課長から様式１による報告を受けたときは、調査の必要性の有

無及び談合等の防止のための措置について審議する。判断にあたっては、外部有

識者として監視委員会の委員長から意見を聴取するものとする。 

ア  調査の必要のない場合 

委員会が調査の必要がないと判断した場合は、契約課長は、入札を執行し、

落札者から誓約書（別紙）を提出させたうえで、契約を締結する。この場合に

おいて、委員会は、関係職員に指示し、談合等の防止のための措置を講ずるこ

とができる。  

イ  調査の必要がある場合 

委員会が調査の必要があると判断した場合は、談合情報等調査を実施し、

(2)から(5)までに掲げる対応をするとともに、契約課長は、調査に掛かる時間

等を考慮して必要に応じて、入札執行日時を延期する。 

(2) 委員会の判断 

委員会は、様式２による報告をもとに、談合の事実の認否、入札執行の適否及



び談合等の防止のための措置について審議し、必要な事項を関係職員に指示する。

判断にあたっては、外部有識者として監視委員会の委員長から意見を聴取するも

のとする。 

 

(3)  談合の事実があったとは認められない場合の対応 

委員会が、談合の事実があったとは認められず、入札を執行して差し支えない

と判断した場合は、契約課長は、「入札執行後に談合の事実があったと認められ

た場合は、入札を無効とする。」旨の警告をした後、入札を執行し、その結果等

を委員会に報告する。 

委員会は、入札結果等の報告を受けて、談合の事実の認否、契約の締結の適否

及び談合等の防止のための措置について審議する。判断にあたっては、外部有識

者として監視委員会の委員長から意見を聴取するものとする。 

ア  入札結果等から談合の事実があったとは認められない場合 

入札結果等の審議において、委員会が、談合の事実があったとは認められず、

契約を締結して差し支えないと判断した場合は、契約課長は、落札者から誓約書

（別紙）を提出させたうえで、契約を締結する。この場合において、委員会は、

関係職員に指示し、談合等の防止のための措置を講ずることができる。 

イ  入札結果等から談合の事実があったと認められる場合 

入札結果等の審議において、委員会が、談合の事実があったと認められ、契約

を締結すべきでないと判断した場合は、契約課長は、入札を無効とする。 

この場合において、当該案件を再発注するときは、契約課長は、入札参加の資

格要件を再検討するとともに、すべての入札参加者から誓約書（別紙）を提出さ

せたうえで、「入札執行後に談合の事実が認められた場合は、入札を無効とす

る。」旨の警告をした後、入札を執行する。 

 

(4) 談合の事実があったと認められる場合の対応 

委員会が、談合の事実があったと認められ、入札を執行すべきでないと判断し

た場合は、契約課長は、入札を中止とする。 

この場合において、当該案件を再発注するときは、契約課長は、入札参加の資

格要件を再検討するとともに、すべての入札参加者から誓約書（別紙）を提出さ

せたうえで、「入札執行後に談合の事実が認められた場合は、入札を無効とす

る。」旨の警告をした後、入札を執行する。 

 

(5) 公正取引委員会等への通報等 

担当課長は、委員会の審議が終了し、入札・契約手続等の取扱に係る結論を得

たときは、様式３により公正入札調査委員会に通報するとともに、入札等監視委

員会に報告するものとする。 

 

３  電子入札（郵便入札）の開札後及び会場入札の入札執行後、契約の締結前に情報

を受けたとき 

「１ 電子入札（郵便入札）の開札前に情報を受けたとき」の「 (1) 調査の必要

性の判断」以下の規定により対応するものとする。 

４ 契約締結後に情報を受けたとき 

(1)  調査の必要性の判断 

委員会は、担当課長から様式１による報告を受けたときは、調査の必要性の有



無及び談合等の防止のための措置について審議する。判断にあたっては、外部有

識者として監視委員会の委員長から意見を聴取するものとする。 

ア  調査の必要のない場合 

委員会が調査の必要がないと判断した場合は、契約課長は、契約者から誓約

書（別紙）を提出させたうえで、契約を続行する。この場合において、委員会

は、関係職員に指示し、談合等の防止のための措置を講ずることができる。 

イ 調査の必要がある場合 

委員会が調査の必要があると判断した場合は、談合情報等調査を実施し、

(2)から(5)までに掲げる対応をする。 

 

(2) 委員会の判断 

委員会は、様式２による報告をもとに、談合の事実の認否、契約の解除の適否

及び談合等の防止のための措置について審議し、必要な事項を関係職員に指示す

る。判断にあたっては、外部有識者として監視委員会の委員長から意見を聴取す

るものとする。 

 

(3)  談合の事実があったとは認められない場合の対応  

委員会が、談合の事実があったとは認められず、契約の履行を継続して差し支

えないと判断した場合は、契約課長は、契約者から誓約書（別紙）を提出させた

うえで、契約を続行する。この場合において、委員会は、関係職員に指示し、談

合等の防止のための措置を講ずることができる。 

 

(4)  談合の事実があったと認められる場合の対応 

委員会は、談合の事実があったと認められると判断した場合は、契約内容の進

捗状況等を考慮して契約の解除の適否を審議し、契約課長に契約の解除、違約

金・賠償金の請求その他必要な措置を指示する。 

この場合において、当該案件を再発注するときは、契約課長は、入札参加の資

格要件を再検討するとともに、すべての入札参加者から誓約書（別紙）を提出さ

せたうえで、「入札執行後に談合の事実が認められた場合は、入札を無効とす

る。」旨の警告をした後、入札を執行する。 

 

(5) 公正取引委員会等への通報等 

担当課長は、委員会の審議が終了し、入札・契約手続等の取扱に係る結論を得

たときは、様式３により公正入札調査委員会に通報するとともに、入札等監視委

員会に報告するものとする。 

 

第３ 談合疑義事実の対応 

１ 疑義事実の確認及び報告 

職員は、立川市発注の契約に係る談合があると疑うに足りる事実（以下「疑義事

実」という。）を把握したときは、可能な限りその内容や事実根拠をとりまとめ、

直ちに担当課長に報告する。この場合において、単なる推測やうわさは疑義事実に

該当しない。 

担当課長は、当該疑義事実を様式４にまとめ、速やかに委員会に報告する。 

 



２ 準用 

上記１のほか、談合疑義事実の対応については、「第１ 共通事項」及び「第２ 

具体的対応」を準用する。この場合において、「様式１」を「様式４」に読み替え

るものとする。 

 

第４ 補則 

このマニュアルに定めのない事項については、必要に応じて委員会においてその対応

を審議するものとする。 

 

附 則 

１ このマニュアルは、平成20年４月１日から施行する。 

２ 立川市談合情報対応マニュアル（平成８年６月27日市長決定）は、廃止する。 

附 則 

このマニュアルは、平成24年４月１日から施行する。 

附 則 

このマニュアルは、平成25年４月１日から施行する。 

附 則 

このマニュアルは、平成27年４月１日から施行する。 

附 則 

このマニュアルは、令和５年４月１日から施行する。



 

 

≪補足≫ 通報の宛先 

■ 公正取引委員会事務局 

〒100-8987 東京都千代田区霞が関１－１－１中央合同庁舎第六号Ｂ棟 

公正取引委員会事務局 審査局 情報管理室 

03-3581-5471（代表） 

 

■ 警視庁立川警察署  

〒190-0014 東京都立川市緑町３２３３―２ 

警視庁立川警察署 刑事組織犯罪対策課 知能犯捜査係 

042-527-0110（代表） 

 

＊その他関係機関としては、例えば、建設業許可行政庁（国土交通省・都道府県）な

どが考えられます。 

 

≪参考≫ 公正取引委員会への通報 

■ 入札・契約適正化法第10条の規定に基づく通知 

公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（抄） 

〔公正取引委員会への通知〕 

第10条 各省各庁の長、特殊法人等の代表者又は地方公共団体の長（以下「各省各庁の長等」と

いう。）は、それぞれ国、特殊法人等又は地方公共団体（以下「国等」という。）が発注する公

共工事の入札及び契約に関し、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律

第54号）第三条又は第八条第一号の規定に違反する行為があると疑うに足りる事実があるとき

は、公正取引委員会に対し、その事実を通知しなければならない。 

 

■ 任意の通報・情報提供 
 

■ 独占禁止法第45条の規定に基づく申告（報告）  

＊公取がとった措置について申告者に通知がある 

私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（抄） 

〔違反事実の報告・探知〕 

第45条 何人も、この法律の規定に違反する事実があると思料するときは、公正取引委員会に対

し、その事実を報告し、適当な措置をとるべきことを求めることができる。 

２ 前項に規定する報告があつたときは、公正取引委員会は、事件について必要な調査をしなけ

ればならない。 

３ 第一項の規定による報告が、公正取引委員会規則で定めるところにより、書面で具体的な事

実を摘示してされた場合において、当該報告に係る事件について、適当な措置をとり、又は措置

をとらないこととしたときは、公正取引委員会は、速やかに、その旨を当該報告をした者に通知

しなければならない。 

４ 公正取引委員会は、この法律の規定に違反する事実又は独占的状態に該当する事実があると

思料するときは、職権をもつて適当な措置をとることができる。 
 

 



様式１ 

 

談合情報報告書 

 年  月  日 

情報を受けた日時 年  月  日（  ）     時  分 

対 象 件 名 等  

入札（予定）日時 年  月  日（  ）     時  分 

契約（予定）日時 年  月  日（  ）     時  分 

情 報 提 供 者 

匿名・報道機関・その他 

＊役職、氏名、連絡先等記載のこと。 

 

受 信 者 所属          氏名 

情 報 手 段 電話・FAX・メール・文書(郵送・持参)・口頭(面談)・報道 

情 報 の 内 容 

 

 

 

 

 

 

 

応 答 の 概 要 

 

 

 

 

 

備 考 
  

 

※情報が文書等のときは、写しを添付すること。 



様式２ 

 

談 合 情 報 等 調 査 書 

報告日      年  月  日 

対 象 件 名 等  

入 札 ( 予 定 ) 日 時 年  月  日（  ）     時  分 

契 約 ( 予 定 ) 日 時 年  月  日（  ）     時  分 

通 報 日 時 年  月  日（  ）     時  分 

通 報 者 

□匿名 □報道機関 □職員 □その他 

＊役職、氏名、連絡先等記載のこと。 

 

通 報 時 期 区 分  

□開札前（電子・郵便入札） □指名連絡前 □告示前 

□入札日前  □入札開始前 □落札決定前 □落札決定後  

□仮契約後  □契約後    □着手後   □完了後 

調 査 項 目 

□ (1) 入札経過書及び応札率分布 

□ (2) 入札時提出書類（               ） 

□ (3) 過去の不正が行われていないとされる同種の事業の入札結果及

び今回の入札結果 

□ (4) 入札談合に関与したとされる入札参加者の過去の入札結果及び

今回の入札結果 

□ (5) 談合情報の内容及び今回の入札結果 

□ (6) 客観的な証拠（                ) 

□ (7) 情報提供者への聴取 

□ (8) その他（                   ) 

所 見 

 

特記事項 

※別途、調査資料を添付すること。 



様式３ 

 

第     号 

  年  月  日 

 

          殿 

 

 

立川市長        □印  

 

談合情報等に関する資料について（送付） 

 

 

 立川市発注の下記案件に係る談合情報等に関連する資料を別添のとおり送付します。 

 

（案件名） 

 

（別添） 

  １ 談合情報報告書（談合疑義事実報告書）（写） 

２ 談合情報等調査書（写） 

３ 工事費内訳書（写） 

  ４ 入札経過書（写） 

  ５ 誓約書（写） 

  ６ その他関連資料 

 

 

注１：公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律第10条の規定に基づく通

知である場合には、題名をその旨に変更すること。 

注２：資料は、送付するものについて記載すること。 



様式４ 

 

談合疑義事実報告書 

  年  月  日 

申出を受けた日時 年  月  日（  ）     時  分 

対 象 件 名 等  

入札（予定）日時 年  月  日（  ）     時  分 

契約（予定）日時 年  月  日（  ）     時  分 

申 出 者 所属          氏名 

疑 義 事 実 の 

内 容 ・ 根 拠 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備 考 
  

 

※参考資料がある場合は、添付すること。 



別紙 

 

誓  約  書 

 

  年  月  日 

 

立川市長 殿 

 

所 在 地               

会 社 名               

代表者名             印 

 

 下 記の 競争 入札 又は 見積 合せ に関 し、 私的 独占 の禁 止及 び公 正取 引の 確 保

に関する法律（昭和 22 年法律第 54 号）その他関係法令に抵触する行為は行

っていないことを誓約します。  

 な お、 今後 とも 同法 律等 を遵 守す ると とも に、 当該 競争 入札 又は 見積 合 せ

に関 する 談合 等の 事実 が明 らか にな った とき は、 契約 解除 や参 加停 止措 置 、

損害賠償請求等、貴市がいかなる措置をとられても異議を申し立てません。  

 ま た、 この 誓約 書の 写し を含 む関 係資 料一 式が 、公 正取 引委 員会 、警 察 そ

の他関係機関に送付されても異議はありません。  

 

記 

 

件名  

 

 


